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調査の概要 



地域におけるＩＣＴ利活用に関する調査の概要 

地域におけるＩＣＴ利活用の推進状況の把握等のため地方自治体(市区町村及び都道府県)あてにアンケー
ト調査を行った。調査の概要は以下である。 

 

 調査方法 

▪ 電子メールによる調査依頼の後、調査票（電子ファイル）のダウンロード、回答記入票の電子メール添付による返
信により調査を実施した。 

 調査期間 

▪ 平成25年2-3月 

 調査対象 

▪ 全国地方自治体（都道府県、市、特別区、町、村） 各1789 
▪ 地域ICT管掌部門、関係部門（企画・防災など）の回答。（地域ICT管掌部門により配布・とりまとめ） 

 回収数 

▪ 有効回収数 895 

▪ 有効回収率 50.0％ 

 回答団体の属性 

▪ 都道府県 34 

▪ 市・特別区 455 

▪ 町村 406  
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主要結果 



医療・

介護
福祉 教育 防災 防犯 観光

交通

（Ｈ24
基準）

産業

（Ｈ24
基準）

雇用 地域

環境.
エネル

ギー

いずれ

か実施
平均

実施計（運営＋参加） 18.8% 39.6% 60.4% 77.4% 57.1% 34.0% 27.8% 32.9% 13.2% 36.9% 8.6% 92.7% 37.0%

うち自治体・関係団体が運営 9.6% 35.2% 55.3% 69.3% 47.5% 24.4% 21.0% 25.3% 10.0% 33.7% 6.4% 89.5% 30.7%
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1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（1）ICT利活用事業の実施状況 1）全体傾向 

 自治体における地域ICT利活用事業について、政策分野別に１つでも実施している自治体は92.7％、全分野平均で37.0％にのぼる(「自治
体・関連団体による運営」と「他団体への参加・協力」の合計)。 自治体・関連団体による運営のみをみると、いずれかの分野で実施してい
る自治体は89.4％,全分野平均で33.1％の自治体で実施されている。  

 分野別では、防災、教育、防犯で実施している自治体が多い。  
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※集計対象は市区町村
（都道府県は除外）。 

地域ＩＣＴ活用事業実施率 



医療・

介護
福祉 教育 防災 防犯 観光 交通

産業

振興

農林

水産
雇用

地域コ

ミュニ

ティー

環境

いす

れか

実施

全分

野平

均

H21年度調査 5.5% 6.1% 4.3% 28.3% 1.9% 5.6% 6.7% 4.8% 0.9% 6.7% 46.4% 7.1%

H22年度調査 13.7% 35.3% 51.5% 59.2% 45.0% 19.3% 16.7% 8.1% 17.3% 11.7% 23.1% 83.5% 27.4%

H23年度調査 14.1% 38.0% 52.8% 73.2% 48.6% 28.9% 17.8% 7.7% 20.0% 13.5% 29.3% 85.2% 31.3%

H24年度調査 18.8% 39.6% 60.4% 77.4% 57.1% 34.0% 27.8% 32.9% 13.2% 36.9% 8.6% 92.7% 37.0%
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地域ICT利活用事業実施率（経年変化）

1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（1）ICT利活用事業の実施状況 2）経年比較 

 ICT利活用事業の実施状況.について、平成21年度調査からの結果との比較を行った。 

 いずれかの事業を実施している割合は、平成22年度の83.5％から本年度は92.7％に増加し、全分野の平均では平成22年度の27.4％から
37.0％と約9.6ポイント増加している。 
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※集計対象は市区町村（都道府県は除外）。 

  対象ICT利活用事
業 ・分野  

把握範囲  

平成
21年 

•約20   •自治体・関連団体
の「運営」 分  

平成
22年 

•約50  
•産業振興から農林水
産を分離。  

•平成21年に同じ  

平成
23年 

•平成22年に同じ  •自治体・関連団体
による他団体への
「参加・協力」分を含
む  

平成
24年 

•約50  
•環境を新設  
•農林水産を産業振興
に統合  

•平成23年に同じ  

各年度の調査の範囲は以下である 

地域ＩＣＴ活用事業実施率（経年変化）  



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（1）ICT利活用事業の実施状況 3）経年比較（平成21年度基準） 

 平成21年度と平成22年度以降の調査は対象とするＩＣＴアプリケーション数が大きく異なることから、平成21年度調査から継続して調査対象とし
たアプリケーションについて、自治体の実施状況を平成21年度調査からの結果との比較を行った。 

 教育、防犯を除き、いずれの分野においても増加した。78.4％の自治体がいずれかのアプリケーションを実施し、全分野平均では平成21年度の
7.1％から本年度は16.7％に増大した。 

• 教育、防犯分野が経年で増大していないが、平成22年度以降に利用が急拡大したアプリケーション（電子黒板、防犯メールなど）が平成
21年度基準では調査対象に含まれていないためとみられる。 
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医療・

介護
福祉 教育 防災 防犯 観光 交通

産業振

興
雇用

地域コ

ミュニ

ティー

いすれ

か実施

全分野

平均

H21年度調査 5.5% 6.1% 4.3% 28.3% 1.9% 5.6% 6.7% 4.8% 0.9% 6.7% 46.4% 7.1%

H22年度調査 6.4% 11.1% 6.1% 29.2% 2.5% 4.3% 8.9% 12.0% 1.0% 10.1% 52.6% 9.2%

H23年度調査 9.6% 13.0% 7.2% 44.2% 4.1% 10.4% 16.9% 7.5% 0.9% 14.1% 60.1% 12.8%

H24年度調査 12.3% 12.0% 4.1% 52.7% 2.6% 11.5% 20.6% 29.5% 1.5% 20.7% 78.4% 16.7%
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地域ICT利活用事業実施率（経年変化 H21年度基準）

注）平成21年度と平成22年度は「 自治体・関連団体に
よる運営」分のみである。 

地域ＩＣＴ活用事業実施率(経年変化、平成21年度基準) 



いずれか

の事業を

実施

（n=861)

放射線画

像診断・遠

隔診断

（n=828）

遠隔救急

医療

（n=828）

電子カル

テ連携

（n=833）

遠隔ミー

ティング

（医師用）

（n=825）

在宅遠隔

診断[医師

－患者・療

養者]
（n=825）

訪問看護

支援[セン

ター・医師

－訪問看

護師（療養

者宅）]
（n=834）

在宅介護

支援[セン

ター－介

護者（介護

者宅）]
（n=834）

コメディカ

ル地域情

報連携

（n=831）

健康増進

事業

（n=832）

その他

（n=835）

実施計（運営＋参加） 18.8% 13.4% 3.8% 7.2% 6.9% 1.3% 1.7% 1.0% 2.1% 3.1% 1.2%

うち自治体・関係団体が運営 9.6% 6.4% 2.0% 2.7% 2.8% 0.8% 0.7% 0.4% 0.8% 2.3% 0.8%
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政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(医療・介護)

1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 1）医療・介護 

 医療・介護分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は18.8％である。事業の内容をみると、放射線画像診断
（13.4％）がやや多い。 
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※いずれかのICT利活用事業の集計対象は、過去との比較のため、都道府県を除外している。 
個別事業については、全自治体を対象・回答自治体から当該事業分野について「課題になっていない」と自治体を除いて集計しているた
め、事業ごとに集計対象の自治体数が異なる。（以下各分野同じ） n:サンプル数(以下同じ） 

政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （医療・介護) 



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 2）福祉 

 福祉分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は39.6％である。事業の内容をみると、子育て支援情報提供
（21.6％）、要支援者情報共有（18.7％）が多い。 
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いずれか

の事業を

実施

（n=861)

子育て支

援情報提

供

（n=855）

電子母子

手帳

（n=837）

バリアフ

リー情報

（n=853）

要支援者

情報共有

（n=860）

見守り・安

否確認

（n=859）

生活支援

システム

（n=850）

その他

（n=845）

実施計（運営＋参加） 39.6% 21.6% 1.7% 8.7% 18.7% 11.8% 2.1% 0.6%

うち自治体・関係団体が運営 35.2% 18.5% 1.6% 7.0% 16.3% 9.7% 1.7% 0.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(福祉) 
政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （福祉) 



いずれかの

事業を実施

（n=861)

学校間の遠

隔教育

（n=832）

e-ラーニング

等による生涯

学習支援

（n=833）

電子黒板・デ

ジタル教科書

（n=869）

デジタル

ミュージアム

等による地域

文化振興

（n=841）

その他

（n=840）

実施計（運営＋参加） 60.4% 6.7% 1.5% 58.3% 12.6% 1.9%

うち自治体・関係団体が運営 55.3% 4.2% 1.2% 52.5% 10.5% 1.8%
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政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(教育)

1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 3）教育 

 教育分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は60.4％である。事業の内容をみると、電子黒板・デジタル教科書
（58.3％）が多い。 
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政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （教育) 



いずれかの

事業を実施

（n=861)

カメラ・セン

サ等による

防災情報収

集（n=874）

防災マップ共

有（n=879）

災害弱者情

報の共有

（n=877）

防災メール

（n=884）

IP告知端末・

地デジ端末

等の多メディ

アへの緊急

共通情報配

信

（n=875）

被害情報把

握・復旧要請

（n=876）

その他

（n=849）

実施計（運営＋参加） 77.4% 40.9% 25.5% 15.6% 61.8% 34.7% 22.1% 1.1%

うち自治体・関係団体が運営 69.3% 29.2% 22.3% 13.7% 52.7% 25.6% 14.5% 1.0%
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政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(防災)

1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 4）防災 

 防災分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は77.4％である。事業の内容をみると、防災メール（61.8％）が多い。 
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政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （防災) 



いずれかの事業

を実施（n=861)
児童・生徒見守り

（n=842）
防犯マップ共有

（n=850）
防犯メール

（n=869）
その他

（n=848）

実施計（運営＋参加） 57.1% 3.8% 11.6% 56.2% 0.3%

うち自治体・関係団体が運営 47.5% 2.9% 7.2% 46.0% 0.3%
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政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(防犯)

1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 5）防犯 

 防犯分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は57.1％である。事業の内容をみると、防犯メール（56.2％）が多い。 
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政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （防犯） 



いずれかの事業

を実施（n=861)

有力サイト等を活

用した他地域等

での観光情報提

供（n=861）

アプリケーション

活用による回遊・

滞在時間、消費

促進（n=851）

デジタルサイネー

ジ等での観光情

報提供（n=852）

多機能端末等を

用いた観光情報

生成・提供

（n=856）

その他（n=843）

実施計（運営＋参加） 34.0% 24.8% 7.2% 12.0% 13.4% 0.2%

うち自治体・関係団体が運営 24.4% 17.9% 4.1% 8.3% 8.0% 0.1%
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政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(観光)

1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 6）観光 

 観光分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は34.0％である。事業の内容をみると、有力サイト等を活用した他
地域等での観光情報提供（24.8％）が多い。 
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政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （観光） 



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 7）交通 

 交通分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は27.8％である。事業の内容をみると、オンデマンド交通（20.9％）
が多い。オンデマンド交通は、昨年度の12.8％から本年は20.9％と大幅に増加している。 
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いずれか

の事業を

実施

（n=861)

オンデマ

ンド交通

（n=850）

リアルタイ

ム交通情

報システ

ム、又は

バスロ

ケーション

システム

（n=822）

ＩＴＳ、

カーシェア

リング・自

転車・公

共交通利

用促進

（n=825）

その他

（n=841）

実施計（運営＋参加） 27.8% 20.9% 8.7% 6.5% 0.8%

うち自治体・関係団体が運営 21.0% 16.8% 5.0% 3.1% 0.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(交通) （参考）昨年度調査結果 政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （交通） 

いずれかの事業を

実施(750)
オンデマンド交通

(572)

リアルタイム交通

情報システム、又

はバスロケーショ

ンシステム(565)

その他(651)

実施計（運営＋参加協力） 17.8% 12.8% 8.1% 1.1%

うち自治体・関連団体が運営 12.7% 7.0% 1.9% 0.7%

0%

20%



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 8）産業振興 

 産業振興分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は32.9％である。事業の内容をみると、インターネット直販
（24.7％）が多い。 
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いずれか

の事業を実

施（n=861)

生産者によ

るPOSデー

タ配信

（n=838）

インター

ネット直販

（n=855）

トレサビリ

ティー

（n=846）

鳥獣被害

対策

（n=843）

圃場管理

（n=837）

地域共同シ

ステム

（n=842）

その他

（n=843）

実施計（運営＋参加） 32.9% 12.5% 24.7% 15.0% 4.5% 3.2% 3.4% 0.4%

うち自治体・関係団体が運営 25.3% 9.8% 18.1% 10.5% 3.1% 2.1% 2.2% 0.2%
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政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(産業振興)政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （産業振興） 



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 9）雇用 

 雇用分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は13.2％である。事業の内容をみると、就労・人材獲得支援
（15.0％、都道府県を含む割合）が多い。 
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いずれかの

事業を実施

（n=861)

地域SOHO型
在宅勤務・テ

レワーク

（n=827）

就労・人材獲

得支援

（n=837）

ＩＣＴによる

障がい者雇

用促進事業

（n=836）

その他

（n=839）

実施計（運営＋参加） 13.2% 2.0% 15.0% 1.7% 0.1%

うち自治体・関係団体が運営 10.0% 1.5% 12.1% 1.0% 0.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(雇用)

※（再掲）いずれかの事業の集計対象は、過去との比較のため、都道府県を除外しているが、個別事業については、全自治体を対象・回
答自治体から当該事業分野について「課題になっていない」と自治体を除いて集計しているため、事業ごとに集計対象の自治体数が異な
る。そのため個別事業の実施率が、「いずれかの・・」を上回ることもある。 

政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （雇用） 



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 10）地域コミュニティー 

 地域コミュニティー分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は36.9％である。事業の内容をみると、地域での
SNS・BBS等の活用（21.3％） 、地域人材・施設情報検索サービス（20.6％）が多い。 

 地域でのSNS・BBS等の活用は昨年度の13.0％から大幅に増加している。 
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いずれかの事業を

実施（n=861)

地域でのSNS、
BBS等の活用

（n=867）

個別相談サービス

（n=858）

地域人材・施設情

報検索サービス

（n=861）

その他

（n=850）

実施計（運営＋参加） 36.9% 21.3% 10.5% 20.6% 0.7%

うち自治体・関係団体が運営 33.7% 19.1% 10.3% 17.3% 0.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(地域)

いずれかの事

業を実施(750)

地域でのＳＮ

Ｓ、ＢＢＳ等

の活用(701)

個別相談サー

ビス(711)

地域人材・施

設情報検索

サービス(699)
その他(646)

実施計（運営＋参加協力） 29.3% 13.0% 7.2% 16.5% 1.1%

うち自治体・関連団体が運営 25.1% 10.0% 6.5% 13.3% 0.9%

0%

20%

40%

（参考）昨年度調査結果 政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （地域コミュニティー） 



1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（2）政策分野別のICT利活用事業の実施状況 11）環境 

 環境分野において、いずれかのICT利活用事業を実施している自治体は8.6％である。事業の内容をみると、環境・エネルギー管理システ
ム（ＨＥＭＳ、ＢＥＭＳ、ＦＥＭＳ、ＣＥＭＳ等） （5.5％） がやや多いが、おおむね5％未満の実施率である。 
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いずれか

の事業を

実施

（n=861)

環境・エネ

ルギー管

理システ

ム（ＨＥＭ

Ｓ、ＢＥ

ＭＳ、Ｆ

ＥＭＳ、

ＣＥＭＳ

等）

（n=816）

再生可能

エネル

ギー制御

システム

（n=817）

廃熱利用

システム

（n=807）

ＥＶ充電

設備ネット

ワークシ

ステム

（n=807）

変動料

金・ポイン

トシステム

（n=802）

データセン

ターの省

エネ化

（n=794）

サプライ

チェーンの

最適化シ

ステム

（n=798）

その他

（n=827）

実施計（運営＋参加） 8.6% 5.5% 4.5% 1.6% 2.2% 1.2% 0.6% 0.3% 0.4%

うち自治体・関係団体が運営 6.4% 3.7% 3.1% 0.7% 0.9% 0.6% 0.3% 0.0% 0.3%

0.0%
1.0%
2.0%
3.0%
4.0%
5.0%
6.0%
7.0%
8.0%
9.0%

10.0%

政策分野別の地域ICT利活用事業実施率(環境)政策分野別のＩＣＴ利活用事業の実施状況 （環境） 



 
1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（3）今後の実施予定 

 地域ICT事業の今後の実施予定をみると、いずれかの事業を実施している自治体が90％を超えていることもあり、ICT利活用事業を実施

していない自治体で今後取組予定のある自治体は全体の3％弱である。 

 政策分野別に比較すると、教育分野（11.4%）に関して、実施を予定・検討している自治体が比較的多い。 
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医療・介

護
福祉 教育 防災 防犯 観光 交通

産業振

興
雇用

地域コ

ミュニ

ティー

環境
いずれか

実施

全分野

平均

予定または検討中（n＝861) 4.2% 2.2% 11.4% 2.3% 0.8% 4.1% 2.8% 0.9% 0.5% 2.0% 2.6% 0.7% 3.1%

実施（ｎ＝861） 18.8% 39.6% 60.4% 77.4% 57.1% 34.0% 27.8% 32.9% 13.2% 36.9% 8.6% 92.1% 37.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

地域ICT利活用事業の今後の実施予定

※「実施」は、各政策分野の中でい
ずれかのICT利活用事業を実施して

いると回答した割合である。また、
「予定または検討中」は各分野で
ICT利活用事業を実施していると回

答していない自治体の中で今後の
実施を予定または検討している自
治体である。 

地域ＩＣＴ利活用事業の今後の実施予定 



 
1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（4）ICT利活用事業の成果 

 ICT利活用事業を実施自治体に対して事業の成果を尋ねた結果では、防災分野で成果が上がっているとの回答が最も多く、全自治体の
78.2％の自治体では、いずれかの分野で成果が上がっているとしている。 
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78.2 

15.2 

1.5 

1.0 

2.2 

6.0 

8.0 

12.0 

16.0 

17.8 

20.8 

21.8 

21.8 

58.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（再集計）いずれかの分野で成果あり

成果がある事業はない

その他

雇用

環境・エネルギー

交通

産業（農林水産業含む）

医療介護

地域コミュニティ

福祉

教育

防犯

観光

防災

Ｑ７３ ICT利活用事業の成果分野 （n=895）
（％）地域ＩＣＴ利活用事業の成果分野 （n=895） 

 
※全自治体（都道府県および市区町村、無回答を含む）を対象とした回答（以下特記ない限り同じ） 



0.6 

1.9 

4.6 

10.6 

13.2 

29.2 

38.4 

39.6 

65.8 

79.7 

84.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

特にない

その他

他に、民間等により実施されている

地域内の各種団体・法人等の協力・参加

が得にくい

法令や制度的な制約

住民全体への周知・理解が不足

ＩＣＴのインフラが不十分

利用者の費用負担が望みにくい

自治体のノウハウ不足

費用対効果が不明確

導入・運用コストが高い

Ｑ７４ 地域ICT事業における課題 （n=895）
（％）

 
1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（5）地域ICT事業に取り組む上での課題 

 地域ICT事業に取り組む上での課題は、おおむね、昨年度調査と同様の傾向であり、「導入・運用コスト」 「費用対効果」「自治体のノウハ
ウ不足」が上位の項目となっている。 
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（参考）昨年度調査結果 地域ＩＣＴ利活用事業に取り組む上での課題 （n=895） 



1.7 

1.2 

3.1 

3.4 

13.2 

16.8 

17.2 

28.6 

32.0 

33.9 

42.5 

53.5 

75.3 

78.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

特にない

その他

ＣＩＯ研修

地域情報化に関するノウハウを持った人材の派遣（１日～１ヶ月程度の短期）

住民・地域企業等に対する周知・情報提供の支援

地域情報化に関するノウハウを持った人材の派遣（中長期）

法令や制度的な制約の軽減

ＩＣＴ関係の人材育成・活用方法の情報提供

ＩＣＴ利活用事業の企画・政策全般に関する情報提供

ベンダーとの交渉や仕様など、実務的なノウハウ・知識に対する情報提供

費用対効果の情報提供

データ・システム等の標準化・規格化

システムの開発整備費の助成

システムの維持運営費の助成

Ｑ７５ 国に希望する施策 （n=895）
（％）

 
1. 地域公共アプリケーションの導入状況  
（6）国に希望する施策 

 国に希望する施策としては、維持運営費の助成、開発整備費の助成が特に多い。以下、データ・システム等の標準化・規格化、費用対効
果の情報提供などがこれに次いでいる。 

 おおむね、昨年度調査と同様の傾向である。 
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（参考）昨年度調査結果 国に希望する施策 （n=895） 
 



2. 地方自治体の情報化推進体制  
（1）情報化関連予算額 

 情報化関連予算額をみると、「1千万円未満」が37.5％、「1億円未満」（43.2%）となっている。  

 総予算に占める割合は「0.5％未満」が19.2％、「1％未満」が35.0％である。 
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１千万円未満

37.5%

１億円未満

43.2%

１億円以上

11.3%

無回答

7.9%

Ｑ１情報化関連予算額 （n=895）

（％）

0.5%未満

19.2%

1％未満

35.0%

1％以上

36.8%

無回答

9.1%

Ｑ１総予算に占める割合（n=895)

（％）

情報化関連予算額 （ｎ＝895） 総予算に占める割合 （ｎ＝895） 



 

2. 地方自治体の情報化推進体制  
（2）ICT人材の過不足状況 

 自治体外部も含めた地域内のICT人材の過不足状況をみると、いずれの人材についても半数以上の自治体で不足と回答してい
る。 
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57.9 

65.1 

51.2 

51.6 

71.4 

68.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

【コーディネイト人材】ＩＣＴの事業を進める上で、内外の必要な人・

企業・団体等との人脈を持ち、コーディネイトできる人材

【ＩＣＴ仕様が理解できる人材】ＩＣＴの事業を進める上で、ＩＴ

ベンダーに対する仕様書の作成や、提案書の内容・見積もりを評価で

きる人材

【説明力のある人材】ＩＣＴの事業を進める上で、必要な資金や人材

等を獲得するために、団体内外に説明し、説得できる人材

【計数感覚ある人材】ＩＣＴの事業を進める上で、大まかな収入・費

用を見積もることができ、資金計画など目途をつけることができる人材

【利活用人材】ＩＣＴの特性と地域のニーズを理解して、ＩＣＴを活

用した事業を考案できる人材

【リーダー人材】ＩＣＴの事業を進める上で、チーム全体を指揮し、折

衝・プレゼンテーション、全体コーディネイトが可能な人材

Ｑ７７不足しているＩＣＴ人材 （ n＝895） （％）不足しているＩＣＴ人材（Ｎ＝895） 不足しているＩＣＴ人材 （ｎ＝895） 



 

2. 地方自治体の情報化推進体制  
（2）ICT人材の過不足状況 

 ICT人材の過不足状況を自治体規模
別にみると、都道府県と比べ、市区、
町村は、コーディネイト人材を除き、不
足しているとする自治体の割合が高
い。市区、町村による不足感の違いは
少ない。 
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不足しているＩＣＴ人材（自治体規模別） 

68.2%

71.4%

51.6%

51.2%

65.1%

57.9%

50.0%

55.9%

38.2%

44.1%

47.1%

58.8%

67.0%

72.1%

50.3%

51.2%

64.8%

59.6%

70.9%

71.9%

54.2%

51.7%

67.0%

55.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

リーダー人材

利活用人材

計数感覚ある人材

説明力のある人材

ＩＣＴ仕様が理解できる人材

コーディネイト人材

総数 (n=895) 都道府県 (n=34) 市・区 (n=455) 町村 (n=406)



 
2. 地方自治体の情報化推進体制  
（3）地域情報化の推進に向けた組織・人材面の施策 

 地域情報化の推進に向けた組織・人材面の施策をみると、ＣＩＯ・ＣＴＯの任命、庁内横断的な委員会の設立といった施策は、40％
を超える自治体で実施している。他自治体との共同化がこれらに次ぎ32.8％の自治体で実施されている。 
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32.8 

42.8 

30.5 

14.1 

25.5 

44.6 

0 10 20 30 40 50

複数の団体によるＩＣＴ業務の共同化協議会等に参加

庁内横断的な情報化推進委員会等の設置

情報化推進計画／地域課題解決に関するＩＣＴ利活用計画の策定

外部専門人材の活用

ＩＣＴ所管部署と他部署との人事・情報交流

ＣＩＯ・ＣＴＯの任命

ＩＣＴに関する各種取組 （ n＝895） （％）ＩＣＴに関する各種取組 （n=895） 



 
2. 地方自治体の情報化推進体制  
（3）地域情報化の推進に向けた組織・人材面の施策 

 自治体の規模別に地域情報化の推進に向けた
組織・人材面の施策をみると、すべての項目に
ついて都道府県、市区、町村の順に体制整備が
進んでいる。 
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44.6%

25.5%

14.1%

30.5%

42.8%

32.8%

55.9%

32.4%

55.9%

58.8%

67.6%

50.0%

52.1%

31.2%

20.2%

45.9%

54.5%

40.2%

35.2%

18.5%

3.7%

10.8%

27.6%

23.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ＣＩＯ・ＣＴＯの任命

ＩＣＴ所管部署と他部署との人事・情報

交流

外部専門人材の活用

情報化推進計画／地域課題解決に関す

るＩＣＴ利活用計画の策定

庁内横断的な情報化推進委員会等の設

置

複数の団体によるＩＣＴ業務の共同化

協議会等に参加

Q76 地域情報化の推進に向けた体制 (自治体規模別)

総数 (n=895) 都道府県 (n=34) 市・特別区 (n=455) 町村 (n=406)

ＩＣＴに関する各種取組 （自治体規模別） 

市.区 



3. 地域資料のデジタルアーカイブ化 
（1）地域に係る文化、歴史、美術、生活、産業等の独自資料を収集・保管している機関 

 地域に係る文化、歴史、美術、生活、産業等の独自資料の収集機関は、公立図書館（市町村立）が最も多く55.1％の自治体で収
集している。次いで博物館（45.4％）、公民館（20.6％）で収集している。観光施設等で収集している自治体は9.4％である。 

 これらの機関の、いずれかで収集している自治体は、全体の84.1％である。 
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3.7 
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7.6 

9.4 

20.6 

45.4 

55.1 

84.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

あてはまるものはない

大学図書館、企業図書館（国立、公立、私立等設置者を問わず。）

市民組織・ＮＰＯなど

地域の産業関連施設・組織

公立図書館（都道府県立）

公文書館

上記以外の組織・個人（個人、写真館など）

観光施設・商業施設（観光物産館、道の駅等）

公民館（地区センター、生涯学習施設・交流館、児童センター等）

博物館（「博物館相当施設」、「博物館類似施設」を含む）

公立図書館（市町村立）

いずれかで収集

地域に係る独自資料の収集機関 （n=895） （％）地域に係る独自資料の収集機関 （n=895） 



 
3. 地域資料のデジタルアーカイブ化 
（2）地域に係る独自資料の書誌・所蔵目録のデジタル化提供 

 地域に係る独自資料の書誌・所蔵目録をデジタル化して利用者に提供している収集機関は、公立図書館（市町村立）が最も多く
17.7％がインターネットで提供しており、館内利用の6.5％を含めると24.2％が提供している。 

 博物館はインターネットで提供が6.0％、館内利用が5.5％である。館の内部用が12.6％と多い。 

 公民館は資料収集の割合が高かったものの、書誌・所蔵目録のデジタル化されていない場合が多く、インターネット提供、館内利
用、館の内部用を合わせ計5.5％がデジタル化されている。 
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Q26 地域に係る独自資料の書誌・所蔵目録のデジタル化状況 

  ｎ 
インター
ネットで提
供 

館内で利
用者に提
供（職員
への依頼
含む） 

館の内部
用であり、
利用者に
提供して
いない 

デジタル
化してい
ない 

書誌・目
録が作成
されてい
ない 

地域に係
る独自資
料を収集
していな
い 

公立図書館（市町村立） 895 17.7% 6.5% 3.7% 23.5% 1.2% 55.1% 

博物館(「博物館相当施設」、「博物館類似施設」
を含む) 

895 6.0% 5.5% 12.6% 16.0% 2.1% 54.6% 

公立図書館（都道府県立） 895 2.8% 0.2% 0.0% 0.7% 0.0% 96.0% 

公民館（地区センター、生涯学習施設・交流館、
児童センター等）  

895 1.5% 1.5% 2.5% 11.1% 2.6% 79.4% 

大学図書館、企業図書館（国立、公立、私立等
設置者を問わず。） 

895 1.3% 0.1% 0.2% 0.9% 0.1% 96.9% 

公文書館 895 1.3% 0.8% 0.8% 0.8% 0.1% 95.9% 

観光施設・商業施設（観光物産館、道の駅等） 895 1.1% 0.7% 0.4% 5.5% 1.2% 90.6% 

地域の産業関連施設・組織 895 0.9% 0.1% 0.1% 1.7% 0.4% 96.3% 

市民組織・ＮＰＯなど 895 0.6% 0.1% 0.2% 1.6% 0.7% 96.5% 

上記以外の組織・個人（個人、写真館など） 895 0.8% 0.6% 1.0% 2.7% 1.2% 92.4% 

あてはまるものはない 895 0.3% 0.2% 0.2% 0.9% 0.4% 94.0% 



 
3. 地域資料のデジタルアーカイブ化 
（3）地域に係る独自資料のデジタル化（電子データ化） 

 地域に係る独自資料のデジタル化は、博物館が進んでおり16.8％の自治体で実施されている。公立図書館（市町村立）がこれに
次ぎ、9.5％となっている。他は少なく3％未満である。 

 デジタル化の要望があるが今後の予定がない自治体は、公立図書館で14.3％と高く、博物館が9.2％とこれに次ぐ。 

 公立図書館で「デジタル化の要望がない」が23.5％と多いが、公民館においても「デジタル化の要望がない」が11.7％と多い点が目
立つ。 
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Q27 地域に係る独自資料のデジタル化状況 

  ｎ 
デジタ
ル化を
進めて
いる 

今後、
デジタ
ル化を
進める
予定で
ある 

デジタ
ル化
の要
望や
希望
がある
が、現
在予
定はな
い 

デジタ
ル化
の要
望はな
い 

無回
答 

地域
に係る
独自
資料を
収集し
ていな
い 

公立図書館（市町村立） 895 9.5% 3.8% 14.3% 23.5% 4.0% 55.1% 
公立図書館（都道府県立） 895 2.5% 0.1% 0.3% 0.4% 0.7% 96.0% 
公民館  895 2.0% 0.8% 3.4% 11.7% 2.7% 79.4% 
大学図書館、企業図書館 895 1.1% 0.2% 0.4% 0.8% 0.6% 96.9% 
博物館 895 16.8% 2.8% 9.2% 12.3% 4.4% 54.6% 
公文書館 895 1.7% 0.3% 0.9% 0.8% 0.4% 95.9% 
観光施設・商業施設 895 1.6% 0.4% 0.7% 6.1% 0.6% 90.6% 
地域の産業関連施設・組織 895 0.6% 0.0% 0.2% 2.3% 0.6% 96.3% 
市民組織・ＮＰＯなど 895 0.9% 0.2% 0.6% 1.5% 0.3% 96.5% 
上記以外の組織・個人 895 1.7% 1.0% 0.6% 2.9% 1.5% 92.4% 
あてはまるものはない 895 0.7% 0.3% 0.3% 0.8% 3.9% 94.0% 



 
3. 地域資料のデジタルアーカイブ化 
（4）デジタルアーカイブの提供有無 

 地域に係る各種資料を、デジタルアーカイブ（「各種機関において所蔵品・資料等をデジタルデータ化して蓄積し，インターネット等
を通じて提供する」）としていずれかの館で提供・運営している自治体は13.1％である。博物館が5.7％、公立図書館（市町村立）が
4.6％となっている。他は非常に少なく2％未満である。 

 デジタルアーカイブを、実施したいが今後の予定がない自治体は一定数存在し、公立図書館で21.6％と最も高く、博物館が14.3％
とこれに次ぐ。公民館の場合も5.5％となっている。 
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Q27 デジタルアーカイブとしての提供 

13.1%
いずれかの

館で実施

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%
ｎ 

実
施
し
て
い
る 

今
後
、
実
施
す
る
予
定
で

あ
る 

今
後
、
実
施
し
た
い
が
、 

予
定
は
な
い 

実
施
す
る
意
向
は
な
い 

無
回
答 

地
域
に
係
る
独
自
資
料
を

収
集
し
て
い
な
い 

公立図書館（市町村立） 895 4.6% 2.8% 21.6% 19.4% 6.7% 55.1% 
公立図書館（都道府県立） 895 1.5% 0.3% 0.3% 0.7% 1.2% 96.0% 
公民館  895 1.3% 0.4% 5.5% 10.2% 3.1% 79.4% 
大学図書館、企業図書館 895 0.9% 0.2% 0.4% 1.1% 0.4% 96.9% 
博物館 895 5.7% 3.6% 14.3% 14.5% 7.3% 54.6% 
公文書館 895 1.0% 0.3% 1.2% 1.0% 0.6% 95.9% 
観光施設・商業施設 895 1.0% 0.4% 2.1% 4.8% 1.0% 90.6% 
地域の産業関連施設・組織 895 0.4% 0.0% 0.8% 1.9% 0.6% 96.3% 
市民組織・ＮＰＯなど 895 0.1% 0.3% 1.0% 1.2% 0.8% 96.5% 
上記以外の組織・個人 895 0.7% 0.7% 1.7% 3.1% 1.5% 92.4% 
あてはまるものはない 895 0.3% 0.1% 0.9% 1.7% 3.0% 94.0% 



 
3. 地域資料のデジタルアーカイブ化 
（4）デジタルアーカイブの目的・課題・要望  デジタルアーカイブ実施の課題 

 デジタルアーカイブ実施にあたっての課題としては、未実施自治体・実施自治体ともに「予算がない」が最も多く、「人員がいない」
が次ぐ。 

 さらに、実施自治体では「著作権処理が困難」、未実施自治体では「実際的なノウハウがない」が上位にある。 
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2.6%

4.3%

21.4%

27.4%

29.1%

41.9%

59.8%

74.4%

4.5%

1.3%

3.5%

15.2%

24.0%

11.1%

13.0%

29.2%

34.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

該当するようなデジタル資料や所蔵物がない

その他

住民・行政の理解が得にくい

効果・メリットが明確でない

実際的なノウハウがない

地域の資料の収集・整理ができていない

著作権処理が困難

人員がいない

予算がない

Q30 A B デジタルアーカイブ等実施にあたっての課題

未実施自治体(n=778) 実施自治体(n=117)

（％）デジタルアーカイブ実施にあたっての課題 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
 （1）無線ＬＡＮアクセスポイントの設置状況 庁舎内 

①庁舎内 

 33.5％の自治体が無線ＬＡＮアクセスポイントを設置して
おり、職員等による業務利用のためが60.7％と最も多い
が、市民・来訪者の利便性向上のためも37.7％となって
いる。アクセスポイント機器を自ら購入し設置している場
合が、73.0％となっている。  
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7.0 

11.0 

37.7 

60.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

観光・地域活性化のため

市民・来訪者の利便性向上のため

職員等による業務利用のため

Ｑ２ＳＱ１①設置の目的 （n=300） （％）

33.5%

64.3%

2.2%

無線ＬＡＮアクセスポイントの設置

(①庁舎内) （n=895）

設置している 設置していない 無回答

（％）

4.3 

16.7 

73.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

公衆無線ＬＡＮアクセスポイント設置事

業者と提携

アクセスポイント機器を自ら購入し設置

Ｑ２ＳＱ２①設置手段 （n=300） （％）

無線ＬＡＮアクセスポイントの設置状況
(①庁舎内) （n=895） 

 

設置の目的  (n=300) 
 

設置手段 (n=300) 



5.9 

22.5 

51.6 

0 10 20 30 40 50 60

その他

公衆無線ＬＡＮアクセスポイント設置事

業者と提携

アクセスポイント機器を自ら購入し設置

Ｑ２ＳＱ２②設置手段 （n=374） （％）

4.8 

17.6 

55.9 

24.1 

0 10 20 30 40 50 60

その他

観光・地域活性化のため

市民・来訪者の利便性向上のため

職員等による業務利用のため

Ｑ２ＳＱ１②設置の目的 （n=374） （％）

1.7%

40.1%

55.6%

2.6%

無線ＬＡＮアクセスポイントの設置

(②公共施設) （n=895）

全施設に設置 一部施設に設置

設置していない 無回答

4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
（1）無線ＬＡＮアクセスポイントの設置状況  公共施設 

②公共施設（注1） 

 41.8％の自治体が無線ＬＡＮアクセスポイントを設置しており、市民・来訪者の利便性向上のためが55.9％と最も多く、職員等
による業務利用のためが24.1％となっている。 アクセスポイント機器を自ら購入し設置している場合が、51.6％であるが公衆
無線ＬＡＮアクセスポイント設置事業者と提携が22.5％となっている。 
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注1 公民館、図書館等、回答自治体部門の管理下にある施設 
 
  

    

無線ＬＡＮアクセスポイントの設置状況
(②公共施設) （n=895） 

 

設置の目的  (n=374) 
 

設置手段 (n=374) 



2.4 

17.9 

29.3 

26.8 

0 10 20 30 40

その他

公衆無線ＬＡＮアクセスポイント設置

事業者と提携

アクセスポイント機器を当該主体が購

入し設置

アクセスポイント機器を貴団体が購入し

設置

Ｑ２ＳＱ２③設置手段 （n=123） （％）

4.8%
8.9%

58.0%

24.5%

3.8%

無線ＬＡＮアクセスポイントの設置

(③その他設置・協力等をした施設) （n=895）

貴団体が設置

相手の団体等（観光施設等）が設置

設置していない

把握していない

無回答

4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
（1）無線ＬＡＮアクセスポイントの設置状況  その他自治体が設置・協力等をした施設 

③その他の自治体が設置・協力等をした施設（観光施設、駅など） 

 無線ＬＡＮアクセスポイントを、4.8％の自治体自身が設置しており、また相手の団体が設置している場合は8.9.％となっている。（なお24.5％
の自治体は把握していない。）市民・来訪者の利便性向上のため、観光・地域活性化のためがともに半数弱となっている。設置の形態をみ
ると、アクセスポイント機器を自治体が購入し設置した場合が26.8％、アクセスポイント機器を当該主体が購入し設置した場合が29.3％、公
衆無線ＬＡＮアクセスポイント設置事業者と提携し設置した場合が17.9％と、ほぼ3方法にわかれる。 
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7.3 

48.8 

48.0 

5.7 

0 10 20 30 40 50 60

その他

観光・地域活性化のため

市民・来訪者の利便性向上のため

団体・職員等による業務利用のため

Ｑ２ＳＱ１③設置の目的 （n=123） （％）設置の目的  (n=123) 

設置手段 (n=123) 

無線ＬＡＮアクセスポイントの設置状況 
(③その他の設置協力をした施設) 

 （n=895） 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
（2）業務利用目的で無線ＬＡＮを利用する場合の情報セキュリティ対策  
庁内でアクセスポイントを設置する際の対策 

 業務利用目的で無線ＬＡＮを利用する場合の情報セキュリティ対策についてみると、庁内でアクセスポイントを設置する際の対策としては、
「システム主管部門が設置するもの以外は原則設置を禁止している」が最も多く41.5％である。次いで、「ＷＰＡ又はＷＰＡ２以上の暗号化
を必須としている」が19.2％となっている。 
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27.9 

11.1 

11.3 

1.6 

4.5 

8.8 

16.0 

16.8 

19.2 

41.5 

0 10 20 30 40 50

無回答

特に対策は講じていない

その他の対策

定期的にアクセスポイントのセキュリティアセスメントを実施している

アクセスポイントを集中管理するツールを利用している

利用者の認証は、ＩＥＥＥ８０２．１Ｘ認証方式で実施している

接続する端末に、指定機種以外の禁止、アクセス先の限定等の各種の制

限・条件を設けている

システム主管部門以外が設置する場合は、システム主管部門のセキュリ

ティ規定に従い承認を得る必要がある

ＷＰＡ又はＷＰＡ２以上の暗号化を必須としている

システム主管部門が設置するもの以外は原則設置を禁止している

Q3 庁内でアクセスポイントを設置する際の対策 （n=895） （％）庁内でアクセスポイントを設置する際の対策  （n=895） 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
 （2）業務利用目的で無線ＬＡＮを利用する場合の情報セキュリティ対策  
職員が庁内の無線ＬＡＮを利用する時の対策 

 業務利用目的で無線ＬＡＮを利用する場合の情報セキュリティ対策のうち、職員が庁内の無線ＬＡＮを利用する時の対策は、「利用可能な
機器を限定（機器・機種の限定、セキュリティソフト必須等の基準を満たす機器に限定、私物端末禁止など）している」が最も多く、30.6％で
ある。次いで「利用できる職員の制限・条件を定めている」が18.7％となっている。 
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32.6 

18.2 

12.0 

2.7 

18.7 

30.6 

0 10 20 30 40

無回答

特に対策は講じていない

その他の対策

情報セキュリティに関する研修等の一環として、無線ＬＡＮの安全な利用に関す

る教育を行っている

利用できる職員の制限・条件を定めている

利用可能な機器を限定（機器・機種の限定、セキュリティソフト必須等の基準を満

たす機器に限定、私物端末禁止など）している

Ｑ３職員が庁内の無線ＬＡＮを利用する時の対策 （n=895） （％） 職員が庁内の無線ＬＡＮを利用する時の対策 (n=895） 
 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
 （2）業務利用目的で無線ＬＡＮを利用する場合の情報セキュリティ対策 
自治体設置の無線ＬＡＮ以外を利用する際の情報セキュリティ対策 

 業務利用目的で自治体設置以外の無線ＬＡＮ（自宅での無線ＬＡＮ/公衆無線ＬＡＮ等）を利用する際に取られている情報セキュリティ対策
としては、「原則禁止」が59.2％であり、その他は数％以下である。 「原則禁止」は市・区が最も多く64.8％となっている。「特に対策を講じて
いない」とする自治体は16.3％となっている。 
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19.9 

16.3 

0.7 

2.7 

0.3 

1.5 

1.8 

1.8 

59.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

特に対策は講じていない

用途を限定している（アクセス禁止先の設定など）

その他の対策

庁外の無線ＬＡＮ（公衆無線ＬＡＮ、出張先ホテルなど）の利用に際し、

利用可能な無線ＬＡＮを制限（自宅のみ可、ネットカフェ禁止など）している

情報セキュリティに関する研修等の一環として、庁外での無線ＬＡＮの安全

な利用に関する教育を行っている

利用可能な機器を限定している（機器・機種の限定、セキュリティソフト必須

等の基準を満たす機器に限定、など）

利用できる職員の制限・条件を定めている

原則禁止している

Ｑ３SQ 業務利用目的で、貴団体設置の無線ＬＡＮ以外（自宅での無線ＬＡＮ/公衆無線ＬＡＮ等）

を利用する際に取られている情報セキュリティ対策 （n=895）
（％）

業務利用目的で自治体設置以外の無線ＬＡＮを利用する際に 
取られている情報セキュリティ対策 

（n=895） 原則禁止している自治体 
（自治体規模別） 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
（3）公共施設等の無線ＬＡＮセキュリティ対策（自ら設置している場合） 

 公共施設に無線LANアクセスポイントを自治体が自ら設置した場合のセキュリティ対策は、「強固な暗号方式（WPA 又はWPA2）を設定」、
「庁内利用同等の対策を実施している」、「事前登録等で利用できる人・機器を制限している」の３つが多く、それぞれ40％前後の自治体で
採用されている。 
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5.2 

9.3 

5.7 

18.7 

24.9 

37.3 

42.0 

42.5 

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

把握していない

利用者の認証は、ＩＥＥＥ８０２．１Ｘ認証方式で実施

利用者に対してセキュリティ対策のツール（フィルタリングソフト、セ

キュリティソフトやサービスなど）を提供

事前登録等で利用できる人・機器を制限している

庁内利用（Ｑ３）同等の対策を実施している

強固な暗号方式（ＷＰＡ又はＷＰＡ２）を設定

Ｑ４② 公共施設等の情報セキュリティ対策 （n=193） （％）公共施設等の情報セキュリティ対策 （n=193） 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
（4）私物端末等の利用状況 

 職員（職員と同等の業務を行う派遣職員・協力会社職員含む）の個人所有の機器類（私物端末）が業務で利用されている自治体は数％
以下である。業務で、私物端末が一部の職員・部署で利用されている自治体は、個人所有のノートパソコンの場合が4.0％、スマートフォ
ンの場合が5.0％、タブレットの場合が2.8％と、いずれも5％以下の水準である。 

 さらに、これら私物端末を庁内の情報システム／ネットワークに接続して利用することについては、「制限付きで認めている」および「明確
に決まっていない」」自治体は少なく、いずれかの端末の場合でも全自治体の2.9％である。 
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個人所有のノートパソコン 895 84.7 4.4 4.0 4.9 

個人所有のスマートフォン 895 77.8 3.4 5.0 11.5 

個人所有のタブレット 895 81.0  2.9 2.8 11.1 

 業務での私物端末等の利用 
（％） 

1.2%

1.8%

1.8%

2.9%

0.0% 0.5% 1.0% 1.5% 2.0% 2.5% 3.0% 3.5%

タブレット

スマートフォン

ノートパソコン

いずれかの端末で

Ｑ５ＳＱ５ 私物端末の

庁内情報システム／ネットワーク接続利用（n=895)
(「制限付きで認めている」または「明確に決まっていな

い」自治体の割合）

 
私物端末等の庁内の 

情報システム／ネットワークへの接続 
（n=895） 

注 「制限付きで認めている」「明確に決まっていない」自治体の割合 



4. 地方自治体における情報セキュリティ対策の概況 
（5）情報セキュリティ対策の実施にあたっての問題点 

 情報セキュリティ対策の実施にあたっての問題点としては、「情報セキュリティ対策を担う人材が不足している」が最も多く（60.8％）、次い
で「最新の攻撃の動向にセキュリティ担当者の知識が追い付かない」（52.6％）となっている。 
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4.0 

8.3 

20.6 

29.7 

42.8 

52.6 

60.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

その他

何をすればよいか分からない

情報セキュリティ対策に関して外部のどのような事業者・

サービス・製品を選べば良いか分からない

既存のセキュリティツールやセキュリティサービスでは標

的型攻撃などの新たな脅威に対応できない

情報セキュリティ対策を行う予算が不足している

最新の攻撃の動向にセキュリティ担当者の知識が追い付

かない

情報セキュリティ対策を担う人材が不足している

Q8 情報セキュリティ対策の実施にあたっての問題点 （n=895） （％）情報セキュリティ対策の実施にあたっての問題点 （ｎ＝895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 国連電子政府段階の要素達成 

 今回の調査では、国連（注）による電子政府段階を援用し、自治体の電子手続き等の達成状況を把握した。評価要素の諸項目の達成
度をみると、ステージ１から２の各項目では最大76.2％、ステージ３では最大32.4％、ステージ４では16.0％の自治体が満たしている。 

 ただし、評価要素の詳細項目のうち、ステージ２の一部の内容（オーディオ・ビジュアル対応）、同じくステージ３の一部の内容（金銭を
伴う手続きなど）は、満たしていない自治体が多数である。 
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Stage 2: 
Enhanced information services 

Stage 1: 
Emerging information services 

Stage 3: 
Transactional services: 

（注）方法論が異なることや、多言語対応などのいくつかの要件を除くため、厳密な対応ではない 

The four stages of online service development 

Stage 4: 
Connected services 

16.0 

1.9 

32.4 

76.2 

35.2 

75.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ソーシャルメディア・ＳＮＳ等の双方向のやり取りに優れた手段を活用し、行政

に対する関心・意見等を行政が収集できる

オンラインで金銭を伴う手続き（料金の支払い等）ができる

オンラインで手続き（予約・書類提出等）ができる

情報の検索、及び資料・書式等のダウンロードができる

音声やビデオなどによる情報が取得できる

紙の市民向け配布物（パンフレットなど）と、ほぼ同程度（又はそれ以上）の情報

が取得できる。

Ｑ８０ 電子自治体尺度 （ n＝895）
（％）

United Nations E-Government Survey 2012  
http://unpan3.un.org/egovkb/global_reports/12report.htm 

電子自治体の段階（n=895） 



  
 
 

 前頁の国連の電子政府段階の設問をもとに、電子自治体段階別の自治体の構成比を推計した。 

 ステージ４の条件（注1）を満たす自治体の半数は、ステージ３の条件（注1）を満たしておらず、「双方向性」を、「オンライン手続き」なしに
目指す自治体もあることがうかがえる。 

 以上から、電子政府段階別の構成比をみると、ステージ３は約30％ （注2） 、ステージ４は8％（ステージ３の条件を必須とする場合）～
15％（ステージ３の条件を必須としない場合）と考えられる。 
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計 16.0% 

76.2% 

計 32.4% 

7.7% 8.3% 

31.3% （1.1％ ※1） 

※２ 

 ％は全体に対する比率 

半数はオンライン手続きを実
施していない 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

Q80 電子自治体段階別 構成比率 

ステージ3 

ステージ4 

ステージ2 

NO 

計 76.2% 

NO 

  
 5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 電子政府段階別構成比（全体像） 

（注1）各ステージの条件 
•ステージ２：情報の検索、及び資料・書式等の
ダウンロードできる。 
•ステージ３：オンラインで手続き（予約・書類提
出等）ができるステージ4：双方向のやり取りに

優れた手段を活用し行政に対する関心・意見等
を行政が収集。  
（注2） 
•ステージ３を選定する質問に対しＹｅｓと回答し
た自治体であっても、ステージ２を選定する質問
に対してＮｏと回答した自治体は非常に少ないこ
とから、ステージ３と整理した。 
 
※1 ステージ３＝YES ステージ2＝NO   
※2 ステージ４＝YES,ステージ３＝NO  

電子自治体段階別 構成比率（n=895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況  
番号制度導入で活用を希望するサービス 

 番号制度（注）導入で活用を希望するサービスを調査したところ、「高度なサービスの実施」を除くいずれの項目も５割を超えている。 

 「窓口総合サービス」（71.2％）が最も多く、以下「各種制度の一元的な案内・手続き」（63.7％）、「行政による照合作業・現地調査等
の削減」（62.8％）が続く。 

 住民向けサービスの向上とともに、行政事務の削減・効率化に関する項目も期待が高いと考えられる。 
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2.5 

43.9 

50.6 

58.5 

61.7 

62.8 

63.7 

71.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

高度なサービスの実施（関連分野・隣接市町村等）

申請情報の再活用

災害時における活用

団体・機関にまたがる総合サービス実施と利用者・行政事務軽減

行政による照合作業・現地調査等の削減

各種制度の一元的な案内・手続き

窓口総合サービス

Ｑ９５ マイナンバーによる活用サービス （ n＝895） （％）
Ｑ９５ 番号制度導入で活用を希望するサービス 番号制度導入で活用を希望するサービス （n=895） 

（注）番号制度については、アンケート時点ではすべて「マイナンバー」の語で尋ねている。 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況  
番号制度導入で活用を希望するサービス（続き） 
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 前述のステージ別（ステージ２（情報サービス）、ステージ３
（取引サービス）、ステージ４（接続サービス））に活用意向
をみると、ステージ３の自治体は他を上回っている。 

 ステージ３の自治体に顕著なものは 

「行政による照合作業・現地調査等の削減」 

「各種制度の一元的な案内・手続き」 

「申請情報の再活用」 

 であり、効率性にかかわる事項に関心が大きいことがうかが
える。 

 

Q95 マイナンバー導入で活用を希望するサービス 
（電子自治体尺度別、回答50％以上の項目抜粋） 

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%
窓口総合サービス

各種制度の一元的な案内・

手続き

申請情報の再活用

団体・機関にまたがる総合

サービス実施と利用者・行政

事務軽減

行政による照合作業・現地調

査等の削減

災害時における活用

ステージ1・2 (n=531) ステージ3 (n=290) ステージ4 (n=143)

Ｑ９５ 番号制度導入で活用を希望するサービス 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況  
番号制度の用途拡大上の課題 

 番号制度の活用を進める上での課題としては、「財政的に厳しい」、「具体的な利用イメージ・用途が明確でない」、「部門・地域等で共通
利用できるシステム構築が難しい」が上位にあがっており、いずれも5割前後の回答となっている。 
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1.8 

29.5 

29.9 

32.6 

33.9 

39.7 

47.8 

51.7 

53.0 

0 10 20 30 40 50 60

その他

人材的に厳しい

市民の理解

効果・メリットが明確でない

制度・法令の制約が大きい

進め方（体制など）がよくわからない

部門・地域等で共通利用できるシステム構築が難しい

具体的な利用イメージ・用途が明確でない

財政的に厳しい

Ｑ９６ 「マイナンバー」への利用を進める上で、優先順位の高い課題 （ n＝895） （％）Ｑ９６ 番号制度の活用を進める上での課題    



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
番号制度の用途拡大に対する国への要望 

 番号制度の用途拡大に対する国への要望としては、「財政・人的な支援」、 「データシステムの標準化」 、 「部門・地域等で共通利用でき
るシステム基盤（プラットフォーム）の標準化」 、 「具体的な利用イメージや効果・メリットの情報提供」が上位となっている。 
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2.6 

15.0 

32.8 

40.0 

48.6 

56.5 

60.0 

61.6 

75.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

アドバイザー派遣などの人的な支援

住民・地域企業等に対する周知・情報提供の支援

法令や制度的な制約の軽減

共同・進め方に関する実務的な情報提供（ベンダーとの交渉や

仕様など）

具体的な利用イメージや効果・メリットの情報提供

部門・地域等で共通利用できるシステム基盤（プラットフォーム）

の標準化

データ・システム等の標準化・規格化

費用・人的負担の軽減支援

Ｑ９７ 「マイナンバー」の利用を進める上で国に望むこと （ n＝895）
（％）

Ｑ９７ 番号制度の用途拡大に対する国への要望    



1.7

5.9

4.2

15.0 

4.2

2.2

15.0 

15.8

32.1

2.2

4.6

21.7

17.1

1.1

1.0 

2.5

6.4

17.1

4.1

23.1

32.7

35.2

4.0 

6.6

22.2

29.1

28.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40

その他

メールマガジン

Ｗｅｂ・ブログ（「携帯電話、スマートフォン等に対応」を除く一般のもの）

Ｗｅｂ・ブログ（携帯電話、スマートフォン等に対応）

-----------Web 他----------

地域ＳＮＳ（ひょコム等）

商用ブログ（Yahooブログ Amebaブログ等）

商用の画像・映像共有サイト（Youtube等）

商用ミニブログ・マイクロブログ（ツイッター Amebaなう等）

商用ＳＮＳ（フェイスブック、mixi、Myspace等）

-----------ＳＮＳ等----------

Q78  Q78SQ1,SQ2 ソーシャルメディアの活用（％）

活用中のソーシャルメディア （ n＝895） 最も活用中のソーシャルメディア （ n＝895） 今後利用したいソーシャルメディア （ n＝895）

5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況  
ソーシャルメディア種類別の活用状況 

 ソーシャルメディアの種類別の活用状況についてみると、商用ミニブログ・マイクロブログが29.1％、 商用ＳＮＳを活用している自治
体が28.3％である。最も注力しているメディアでは、商用ＳＮＳは17.1％となっている。 

 今後利用したいものでは、商用ＳＮＳが32.1％と突出している。 
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ソーシャルメディア種類別の活用状況 （％） 

※ 



1.2 

2.0 

10.9 

26.0 

8.2 

51.6 

0 20 40 60

無回答

その他

情報内容に即した部門（福祉、観

光など）

情報システム系部門

企画系部門

広報・広聴系部門

Ｑ７９ＳＱ２（Ｑ７９） メディアのリーダーシップ【庁内部門】

（ n＝643）

（％）

0.9 

71.8 

0.3 

17.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

庁内の部門

外部の事業者

首長・副首長

Ｑ７９ メディアのリーダーシップ （ n＝895） （％）

5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 ソーシャルメディアの運営状況 

 誰がリーダーシップをとって実施しているかについてみると、首長がリーダーシップをとっている自治体は17.8％であり、庁内の部
門、特に広報・広聴系部門が主導している。 
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メディアのリーダーシップ （ｎ=895) メディアのリーダーシップ 
(庁内の部門)（ｎ=643) 



5.  ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組 ソーシャルメディアの運営状況 
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 日常的な運営は、庁内部門が担当している場合が80.1％であり、なかでも広報・広聴系部門が多い。また、内容の執筆は、運営担
当部門と現場の場合に２分される。 
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80.1 
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庁内の部門

外部の事業者

首長・副首長

Ｑ７９ＳＱ１ メディアの日常運営

（ n＝895） （％）
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情報内容に即した部門（福祉、観光など）

情報システム系部門

企画系部門

広報・広聴系部門

Ｑ７９ＳＱ２（Ｑ７９ＳＱ１）

メディアの運営【庁内部門】 （ n＝717） （％）
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53.2 

35.1 

0.9 

0 10 20 30 40 50 60

その他

掲載する情報内容に即した部門（２ 以外の部門）が中心（各部門の担当

者が殆ど書く）

運営の担当部門（前問Ｑ７９．のＳＱ１でお答えいただいた部門）が

中心（担当者が、取材・資料収集等を行い殆ど書く）

外部の事業者が中心（外部の事業者が取材・資料収集等を行い殆ど書

く）

Ｑ７９ＳＱ３ 内容の執筆 （ n＝895） （％）

メディアの日常運営 
 （ｎ=895) 

メディアの運営 
(庁内の部門)（ｎ=717) 

内容の執筆 （n=895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況  
日常の執筆部門と各メディア活用状況 
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メディア運営部門が執筆 

現場が中心に執筆 

 最も注力しているメディアと日常の執筆部門との関係をみると、いわゆる商用のＳＮＳや商用ミニブログはメディア運営部門が執筆
している自治体に多く、現場が中心に執筆している場合はWeb・ブログが多い傾向がある。 

最も注力しているメディア（日常の執筆部門別) 
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商用ミニブログ・マイクロブログ（ツイッター Amebaなう

等）

商用の画像・映像共有サイト（Youtube等）

商用ブログ（Yahooブログ Amebaブログ等）

地域ＳＮＳ（ひょコム等）

Ｗｅｂ・ブログ（携帯電話、スマートフォン等に対応）

Ｗｅｂ・ブログ（「携帯電話、スマートフォン等に対応」を
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メールマガジン

その他

総数 (n=895) メディア運営部門が執筆 (n=314) 現場部門が執筆 (n=476)



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 ソーシャルメディア活用の目的 

 ソーシャルメディアの活用の目的を、現在活用している自治体を対象にみると、（「地域内の市民・企業向け情報提供」「地域外向
け情報提供」「災害時の情報発信手段」）がいずれも５割を超える。 

 一方、双方向型の活用（「意見等の収集・行政への参画促進」「市民・地域の企業等による情報共有・コミュニティの活性化」）は３
割未満という結果となっている。 
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24.5 

26.8 

58.0 

72.7 

86.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

意見等の収集・行政への参画促進

市民・地域の企業等による情報共有・コミュニティの活性化

災害時の情報発信手段

地域外向け情報提供

地域内の市民・企業向け情報提供

Ｑ８２ ソーシャルメディア活用目的（活用自治体） （ n＝436） （％）ソーシャルメディア活用目的 （n=436） 

注）ソーシャルメディア利用自治体の回答 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
ソーシャルメディアの活用目的・利点 

 ソーシャルメディアの活用目的について、電子政府段階別にみると、特にステージ4（接続サービス）の地方自治体は「意見等の収集・行
政への参画促進」、「市民・地域の企業等による情報共有・コミュニティの活性化」といった「双方向性」に関する項目が高く、ソーシャルメ
ディア活用目的に「双方性」を意識していることがうかがえる。 

 他方、ステージ3の自治体は、コミュニティの活性化については31.9％であるが、行政への参画促進については27.5％にとどまる。 
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注）ソーシャルメディア利用自治体の回答 

13.8%

16.5%

27.5%

31.9%

41.4%

37.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

意見等の収集・行政への参画促進

市民・地域の企業等による情報共有・コミュニティの活性化

Q82  ソーシャルメディア活用目的 (電子自治体尺度別）

ステージ1・2（n=188) ステージ3(n=207) ステージ4(n=140)

ソーシャルメディア活用目的（抜粋、電子自治体段階別） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
ソーシャルメディアの活用目的・利点 

 ソーシャルメディアの利点についても、ステージ3
以上に該当する自治体の回答は全体に高い。 

 特に、ステージ4の自治体では、 

1. 「生の声や情報が得やすい」 

2. 「市民・利用者同士の情報補完や交流が
容易である」 

3. 「市民・利用者同士や行政の一体感や身
近な感覚が醸し出せる」 

4. 「職員の意識の変革につながる」 

といった「交流」「参加」「変革」にかかわる点で差異が
目立つ。 
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注）ソーシャルメディア利用自治体の回答 
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生の声や情報が得やすい
市民・利用者同士の情報

補完や交流が容易である

市民・利用者同士や行政

の一体感や身近な感覚が

醸し出せる

職員の意識の変革につな

がる

Q84  ソーシャルメディアの利点(電子自治体尺度別）

ステージ1・2（n=188) ステージ3(n=207) ステージ4(n=140)

ソーシャルメディアの利点（電子自治体段階別） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
ソーシャルメディアの利点（非活用自治体との比較） 

 ソーシャルメディアの利点について、ソー
シャルメディアを活用している自治体（活用
自治体）と活用していない自治体（非活用
自治体）では受け止め方に差異がある。 

 「財政負担・労力が少なくすむ」については
活用自治体の場合は54.6％に達している
のに対し、非活用自治体の場合には
23.5％と、活用自治体がメリットと見なす傾
向が強い 

 なお、「即時性、手軽さ、情報の拡散力に
優れる」「広域（全国・海外など）への情報
発信が容易である」といった、広域・拡散
性に優れたメディア特性上のメリットをあげ
る自治体が多い点は、活用自治体・非活
用自治体に共通している。 
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1.1

10.0 

25.5

28.8

25.5

23.5 

49.9

73.6

0.2

12.4

22.2
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24.1

54.6

64.2

88.8

0 20 40 60 80 100

そのほか

職員の意識の変革につながる

市民・利用者同士の情報補完や交流が容易である

生の声や情報が得やすい

市民・利用者同士や行政の一体感や身近な感覚が醸し出せる

財政負担・労力が少なくすむ

広域（全国・海外など）への情報発信が容易である

即時性、手軽さ、情報の拡散力に優れる

ソーシャルメディアの利点比較（活用有無別）

Ｑ８４ ソーシャルメディアの利点（活用自治体） （ n＝436） Ｑ８６ ソーシャルメディアの利点（非活用自治体） （ n＝459）
（％）

ソーシャルメディアの利点比較（活用有無別） 



0.7 

11.5 

17.6 

28.3 

15.7 

20.0 

20.9 

30.5 

43.8 

61.2 

46.2 

2.5 

11.2 

12.2 

14.2 

20.9 

23.9 

26.6 

39.0 

41.1 

49.3 

56.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

その他

利用者が少ない

アクセス集中、情報セキュリティなど情報システム面の弱点

財政負担・労力

利用者や反応の少なさ

商用サービスの仕様制約や永続性

多様なサービスが次々出現することの混乱

効果・メリットの不明確さ

人材・ノウハウの不足

情報漏洩・誤情報・デマ・権利侵害・不適切な発言等のリスク

利用できる市民とできない市民の情報格差

Ｑ85 ，Ｑ87 ソーシャルメディアの問題点（％）

Ｑ８５ ソーシャルメディアの問題点（活用自治体） （ n＝436）

Ｑ８７ ソーシャルメディアの問題点（非活用自治体） （ n＝459）

5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
ソーシャルメディアの課題・問題点（非活用自治体との比較） 

 ソーシャルメディアの問題点は、「情報漏
洩・誤情報・デマ・権利侵害・不適切な発言
等のリスク」、「利用できる市民と利用できな
い市民の情報格差」、「人材・ノウハウの不
足」が上位３項目を占めている。 

 ソーシャルメディアの活用有無による問題
点の認識の差をみると、非活用自治体の場
合は「情報漏洩・誤情報・デマ・権利侵害・
不適切な発言等のリスク」を挙げる自治体
が半数を超え、活用自治体との認識の差が
大きい。また同様に「財政負担」も非活用自
治体に多い。 

 なお、 「利用できる市民とできない市民の
情報格差」「効果・メリットの不明確さ」をあ
げる自治体は、活用自治体に多い。 
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% ソーシャルメディアの問題点比較（活用有無別） 



0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

総数 (n=895)

都道府県 (n=34)

市・区 (n=455)

町村 (n=406)

Q93  オープンデータへの取り組み (自治体規模別)

既に取組を推進している

取組を進める方向で、具体的に検討している

関心があり、情報収集段階である

関心はあるが、特段の取組は行っていない

関心はなく、取組も行っていない

無回答

5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 オープンデータへの取組 

 自治体のオープンデータの取組状況について、自治体規模別にみると、都道府県は取組の推進度合いが半数を超えるが、市区・
町村はこれからの状況である。 

 市・区では43.1％、町村では65.8％が「関心はなく、取組も行っていない」と回答している。 
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カテゴリー 

既に取
組を推
進して
いる 

取組を
進める
方向で、
具体的
に検討
している 

関心が
あり、情
報収集
段階で
ある 

関心は
あるが、
特段の
取組は
行って
いない 

関心は
なく、取
組も
行って
いない 

総数 (n=895) 6.8% 0.6% 2.8% 34.4% 52.0% 

都道府県 (n=34) 58.8% 2.9% 2.9% 23.5% 5.9% 

市・区 (n=455) 7.7% 0.7% 4.6% 41.3% 43.1% 

町村 (n=406) 1.5% 0.2% 0.7% 27.6% 65.8% 

図表データ 

オープンデータへの取組（自治体規模別） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 オープンデータへの取組 

 電子政府段階別にみた場合、ステージ3以上の自治体はオープンデータへの取組に、積極的であり、特にステージ4 の自治体では
オープンデータを実施している自治体が15.4％と、ステージ1・2の自治体の3.6％と比べ4倍以上の比率となっている。 
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注）ステージ1-2：ステージ3,4の自治体を除く。ステージ3：ステージ4の条件を満たす自治体含む、ステージ4：ステージ3の条件を満たす自治体を含む。 
このため、ステージ1-4のサンプル数合計は総数を超える。（以下同じ） 

6.8%

3.6%

11.0%

15.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

総数 (n=895)

ステージ1・2 (n=531)

ステージ3 (n=290)

ステージ4 (n=143)

Q93 オープンデータへの取り組み（電子自治体段階別）

既に取組を推進している

オープンデータへの取組（電子自治体段階別） 



1.2 

18.9 

17.1 

20.7 

21.9 

27.3 

27.9 

28.8 

36.6 

41.1 

42.0 

42.0 

43.8 

45.3 

45.9 

49.5 

61.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

各種民間施設の所在・変更等の情報（届け出・許可による開業／廃業、工事等の情報）

雇用分野の各種情報

環境・エネルギー分野の各種情報

産業分野の各種情報

地域コミュニティ分野の情報

交通分野の各種情報

教育分野の各種情報

医療・介護・福祉分野の各種情報

各種の土地利用・インフラ関連情報

各種公共施設情報（所在地・利用案内など）

防犯分野の各種情報

各種調査・統計データ

観光分野の各種情報

行政サービス・市民サービス分野の各種情報

地図・地形・地質情報

防災分野の各種情報

Ｑ９３ＳＱ１Ｃ提供することに関心ある公共データ

（「関心があり情報収集段階である」、「関心はあるが特段の取組は行っていない」

自治体の回答）（ n＝333） （％）（％）

 
 5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
オープンデータとしての提供に関心のある公共データ（未提供自治体） 

 オープンデータとしての提供に関心のある公共データの分野について、「関心がある」自治体（「関心はあるが、特段の取組は行っ
ていない」以上の回答自治体）の回答をみると、防災分野の情報、地図地形、各種土地利用・インフラ関連情報、公共施設案内、
行政サービス・市民サービス、防犯分野、観光分野、調査統計データ等が比較的多い。 

 防災を除き、特定の情報への集中は少ない。 
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オープンデータとしての提供に関心のある公共データの分野 （n=333) 

 
 

注）「関心があり情報収集段階である」、「関心はあるが特段の取組は行っていない」自治体の回答 
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地域・団体内における推進リーダーシップ

先進事例・アドバイザー等による情報・ノウハウ入手

手法・ツール等のサービス開発・商用化

団体内部の業務手順・方法・権限等の見直し、業務マニュアルの整備

知的財産権等の権利処理の制度的な整理

政府におけるオープンデータの具体的な全体方針の整備

データ形式・構造等の標準化、標準的なアプリケーション・プログラミング・インターフェイス（ＡＰＩ）の推

進等、標準的な利用に必要なシステム面の各種標準化

利用者／提供者間の責任分担・範囲の整理

提供にかかわる費用や人的負担の軽減

提供情報の内容詳細・費用負担等の調整

個人情報等の機微情報の扱いに関する制度的な整理

提供側の効果・メリットの具体化

具体的な利用イメージやニーズの明確化

Ｑ９４Ｂ「オープンデータ」の取組を進める上で、優先順位の高い課題 （ n＝333） （％）

 
5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 
 「オープンデータ」の取組を進める上で優先順位の高い課題 
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 オープンデータの取組を進める上で、優先順位の高い課題についてみると、「具体的な利用イメージやニーズの明確化」、「提供側
の効果・メリットの具体化」といった活用のイメージが把握されていないことがいずれも５割を超えている。以下、「個人情報等の機
微情報の扱いに関する制度的な整理」、「提供情報の内容詳細・費用負担等の調整」と続く。 

 「政府におけるオープンデータの具体的な全体方針の整備」については、32.1％の自治体が優先順位が高いとしている。 

オープンデータの取組を進める上で優先順位の高い課題 （n=333) 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（1）電子自治体に対する地方自治体の認識・取組状況 電子手続き発展イメージ（まとめ） 

電子自治体 
の着手 

ステージ1・2 

ICTによる 
効率的・合理的

な行政 

双方向・共有型 
ICTによる創造 

ステージ3 

ステージ4 

ICTサービスの実施・拡張 

トランザクション 
サービス 

自治体における電子手続きの発展イメージ 
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（参考） 
The four stages of 

online service 
development（注） 

 

アンケート結果
からの志向 

(萌芽） 

76％の自治体 

32％の自治体 
8-16％の自治体 

ICTを活用した次世代の行政サービス 

次のステップへ 

注）方法論が異なることなどから、厳密な対応ではない 

United Nations E-Government Survey 2012  
http://unpan3.un.org/egovkb/global_reports/12report.htm 

コネクテッド 
サービス 

 地方自治体の多くは、情報提供中心の段階にとどまっており、ステージ３の電子手続（取引サービス）やステージ４の双方向型の
活用（接続サービス）の段階にシフトしている自治体はまだ少数である。 

 ステージ３の自治体はマイナンバー、ステージ４の自治体はオープンデータやソーシャルメディア活用に親和性があると認められ
る。次世代の電子政府の取組を進めるためには、各自治体のステップをステージ３、ステージ４へ移行を促進する必要があるので
はないかと考えられる。 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（2）Ｇ空間情報の利活用に関する意識 Ｇ空間情報の利用分野 

 ＧＩＳの利用分野をみると、税務、
道路、都市計画、上下水道の順
に利用されている。特に税務で
は、5割以上の自治体でＧＩＳの
利用が「日常業務に組み込まれ
ている」とされている。また、観
光、防災では「必要時にその都
度利用している」割合が多い。 
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Ｑ８８ ＧＩＳ利用分野

日常業務に組み込まれている 必要時にその都度利用している

（n=895,％）

ＧＩＳの利用分野 ＧＩＳの利用分野 



 
 5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（2）Ｇ空間情報の利活用に関する意識 Ｇ空間情報の用途拡大への期待分野 

 Ｇ空間情報の用途拡大への期待分野についてみると、防災分野が最も高くが78.1％を占めている。ついで医療・介護・福祉、観光、
都市インフラ、防犯がこれに次ぐ。 
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雇用分野

地域コミュニティ分野

行政サービス分野

産業分野

環境・エネルギー分野の各種情報

教育分野

交通分野

防犯分野

都市インフラ分野

観光分野

医療・介護・福祉分野

防災分野

Ｑ８９ ＧＩＳの用途拡大希望分野 （ n＝895） （％）
ＧＩＳの利用拡大希望分野 ＧＩＳの利用拡大希望分野  （n=895） 



 
 5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（2）Ｇ空間情報の利活用に関する意識 ＧＩＳに期待する効果 

 ＧＩＳに期待する効果については「業務の効率化」がトップであり、「サービス質の向上」 、「計画判断の向上」といったメリットも上位
に挙げられている。「効率化「と「価値の向上」の双方に期待が高いと考えられる。 
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6.5 

1.0 

9.4 

10.3 

21.0 

43.4 

62.5 

67.3 

76.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

無回答

その他

地域の民間ビジネスの創造・競争力強化（地元企業の業務効率化、地図を活用した新事業等）

全般的な街・企業等の魅力・競争力増大

市民・企業との協業拡大（有志によるハザードマップ作成、民間健康相談サービスなど）

市民からの情報の活用拡大（例 危険個所の場所を正確に特定し伝達可能 等）

各種の計画・判断の向上（多種の情報を重ねてみられる、データ分析が容易、意思決定者への説明が容易

等）

サービスの質向上（迅速な対応・わかりやすさの向上、新サービス 等）

業務効率化（日常的に住宅地図を業務に活用し無駄省く 等）

Ｑ９０ ＧＩＳに期待する効果 （ n＝895） （％）ＧＩＳに期待する効果 （n=895） 



 
 5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（2）Ｇ空間情報の利活用に関する意識 ＧＩＳ利用拡大の課題 

 ＧＩＳの利用拡大にあたっての課題についてみると、「財政状況が厳しい」が最も多い。他に、「部門横断的あるいは外部と共通利
用できるシステムの整備が進んでいない」といった課題も上位に挙げられている。次いで、「庁内推進体制が不十分」「職員のスキ
ル（操作、分析・活用能力など）や活用に係るソフト／ツール類が不十分」となっている。 
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1.0 
2.2 

7.0 
7.0 
7.2 

19.7 
26.3 

27.4 
27.5 

31.7 
32.3 

33.6 
35.4 

39.0 
42.1 

47.6 
59.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

把握していない

適切なＩＣＴベンダー・サービス等が見つけにくい

民間等の団体外の活用が不十分

団体内、市民等の理解に不安

費用負担や受益者負担等の整備が不十分

安心・安全分野等、機微情報・個人情報の扱いや正確性の担保が不安

地理空間情報以外の情報の整備（必要データやそのコード体系等）が不十分

効果・メリットが明確でない

地理空間情報システム（ＧＩＳ）の整備があまり進んでいない

データの更新作業に不安

具体的な利用イメージが明確でない

人材が不足している

職員のスキル（操作、分析・活用能力など）や活用に係るソフト／ツール類が不十分

庁内推進体制が不十分

部門横断的あるいは外部と共通利用できるシステムの整備が進んでいない

財政状況が厳しい

Ｑ９１ ＧＩＳ利用拡大の課題 （ n＝895） （％）ＧＩＳ利用拡大にあたっての課題 （n=895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 「ＩＣＴを活用した街づくり」の認知 

 「ＩＣＴを活用した街づくり」の取組が、どの程度、自治体に浸透しているかについてみると、「聞いたことがある程度で、内容はあま
り知らなかった」が半数近くを占めている。 

 都道府県は市区町村に比べると「ＩＣＴを活用した街づくり」の認知度が高い。 
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4.2 

10.3 

49.5 

32.1 

3.9 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

知らなかった（今初めて知った）

聞いたことがある程度で、内容はあまり知

らなかった

知っていたつもりだが、知らなかった考え

方・情報も多い

最近の議論などを含め、詳しく知っている

Ｑ１００「ＩＣＴを活用した街づくり」の認知度

（ n＝895）
（％）

3.9%

8.8%

5.1%

2.2%

32.1%

29.4%

38.0%

25.6%

49.5%

32.4%

44.2%

56.9%

10.3%

2.9%

9.0%

12.3%

4.2%

26.5%

3.7%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

総数 (n=895)

都道府県 (n=34)

市・特別区 (n=455)

町村 (n=406)

Q100 「ＩＣＴを活用した街づくり」の認知(自治体規模別)

最近の議論などを含め、詳しく知っている

知っていたつもりだが、知らなかった考え方・情報も多い

聞いたことがある程度で、内容はあまり知らなかった

知らなかった（今初めて知った）

無回答

「ＩＣＴを活用した街づくり」の認知状況 （n=895） 
 

「ＩＣＴを活用した街づくり」の認知状況 （自治体規模別） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 街づくりの課題 

 街づくりの観点から自治体が抱える課題をみると、昨年同様に、少子・高齢化、産業・雇用創出が上位の課題となっている。 

▪ 昨年と比べ、「安全・安心な街づくり」及び「公共サービスが利用困難な「弱者」の増大・地域間格差の拡大」が課題であると
回答した自治体が大幅に増加している。注） 
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4.6

54.2

21.3

27.5

5.0 

61.7

34.8

11.7

27.0 

2.8 

64.8 

56.6 

26.6 

7.0 

77.6 

37.0 

33.0 

42.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

産業・雇用創出

安全・安心な街づくり（犯罪抑止、耐災害性強化など）

省エネルギー、環境対策

都市化（市街地の拡大、都市居住者の割合増加など）

少子高齢化

コミュニティの再生

公共サービスが利用困難な「弱者」の増大・地域間格差の拡大

社会インフラの老朽化

Ｑ98 街づくり課題（％）

Q98街づくり課題 （% , n＝500） 昨年度結果

注）カテゴリー名称を変更：「安全・安心な街づくり（犯罪抑止、耐災害性強化など）」：昨年度は、「犯罪抑止、耐災害性強化」
「公共サービスが利用困難な「弱者」の増大・地域間格差の拡大」 ：昨年度は、「公共サービス格差」

2.7 

6.9 

25.9 

31.5 

34.3 

41.1 

55.5 

62.9 

75.9 

4.6

5.0 

27.5

11.7

34.8

27.0 

21.3

54.2

61.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 

その他

都市化（市街地の拡大、都市居住者の割合増加など）

省エネルギー、環境対策

公共サービスが利用困難な「弱者」の増大・地域間格差の拡大

コミュニティの再生

社会インフラの老朽化

安全・安心な街づくり（犯罪抑止、耐災害性強化など）

産業・雇用創出

少子高齢化

Q98 街づくりの観点から自治体が抱える課題

昨年度調査(n=848) 本年度調査(n=895)

（％）

注）選択肢の文章を変更した項目を含む 

街づくりの観点から自治体が抱える課題 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 「ＩＣＴを活用した街づくり」への取組 

 自治体による「ＩＣＴを活用した街づくり」への取組の全般的な傾向は昨年と変わらず、取組を進めているまたは取組を進める方向
で検討している自治体は9.3%にとどまっている。他方、関心を有しない自治体は昨年より大きく減少しており、自治体の関心が以
前より高まってきているとみられる。 

 ＩＣＴを活用した街づくりへの関心度は、都道府県＞市区＞町村の順である。 
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注）「関心はなく、取組も行っていない」：昨年度「関心はなく、取組も
行っていない」「スマートシティ」「スマートタウンなどの言葉を知らな
い」の計  

 

9.2

61.0 

16.1

4.2

5.1 

28.4

54.8

11.1

3.4

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70

関心はなく、取組も行っていない

関心はあるが、特段の取組は行っていな

い

関心があり、情報収集段階である

取組を進める方向で、具体的に検討して

いる

既に取組を推進している

Ｑ101 「ＩＣＴを活用した街づくり」への取組

昨年度調査（n=641) 本年度調査（n=895)

（％）

注）都道府県は無回答が9団体（26.5％）ある 

「ＩＣＴを活用した街づくり」の取組状況 （n=895） 
 

「ＩＣＴを活用した街づくり」の取組状況 （自治体規模別） 

5.1%

2.9%

8.1%

2.0%

4.2%

5.9%

5.3%

3.0%

16.1%

20.6%

19.8%

11.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

総数 (n=895)

都道府県 (n=34)

市・区 (n=455)

町村 (n=406)

既に取組を推進している

取組を進める方向で、具体的に検討している

関心があり、情報収集段階である



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決  「ＩＣＴを活用した街づくり」への期待分野 

 「ＩＣＴを活用した街づくり」で期待する分野についてみると、おおむね昨年同様の順位であり、 「安全・安心分野」（49.8%）、「医療・
介護・福祉・教育等の生活分野」（40.8%）が上位の分野 である。 

 他方「個別分野に捉われず」（本年度より新設の選択肢）が、34.5％と全体の3位となっており、ＩＣＴを総合的に街づくりにおいて活
用したいとの意識も垣間見ることができる。 
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NA 

注）昨年度調査と選択肢を変更している 

今回調査 昨年度 

安全・安心分野（犯
罪抑止、耐災害性強
化） 

同じ 

医療、介護、福祉、
教育等の生活分野 

ヘルスケア、教育そ
のほか生活分野 

産業分野（農林水産
業・観光・地場産
業）・雇用分野 

農林水産業・地場産
業分野 

エネルギー、道路な
どインフラ分野 

エネルギーなどイン
フラ分野 

交通分野 公共交通分野 

個別分野に捉われ
ず、共通の方針とし
て実施したい 

なし 34.5 

1.3 

12.0 

23.0 

29.3 

40.8 

49.8 

3.2

19.2 

27.0 

29.8

34.2

40.9

0 10 20 30 40 50 60

個別分野に捉われず、共通の方針として実施したい

その他

交通分野

エネルギー、道路などインフラ分野

産業分野（農林水産業・観光・地場産業）・雇用分野

医療、介護、福祉、教育等の生活分野

安全・安心分野（犯罪抑止、耐災害性強化）

Q102 「ＩＣＴを活用した街づくり」の導入希望分野

昨年度調査（n=848) 本年度調査（ n＝895）

（％）
「ＩＣＴを活用した街づくり」の導入希望分野 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 「ＩＣＴを活用した街づくり」に期待する成果 

 「ＩＣＴを活用した街づくり」に期待する成果についてみると、安心・安全面の強化、公的なサービスの維持・充実（医療・介護サービ
ス、福祉・教育・子育て支援等）が突出している。 

70 

1.5 

10.1 

11.6 

17.2 

18.5 

20.4 

24.9 

26.5 

27.2 

29.8 

44.9 

45.8 

59.4 

64.6 

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

他都市との競争力強化や各種地域の資源の経済価値上昇

税収の維持・増大

歳出・各種支出の削減・抑制

環境・エネルギーの課題解決（低エネルギー・低炭素社会、自然環境）

社会・公共分野（行政・福祉等）の生産性向上

人口減の歯止め・増加

商業集積・交通・医療等の街に必要な機能の維持・向上

雇用確保・拡大

都市インフラ（道路・橋梁・上下水道・公的施設等）の維持・整備

地域産業の活性化（強み・特徴のある産業の育成等）

市民・コミュニティの活性化（地域の助け合い・参画、高齢者のいきがい等）

公的なサービスの維持・充実（医療・介護サービス、福祉・教育・子育て支援等）

安心・安全面の強化（耐災性・防犯・救急医療等）

Ｑ１０３ 「ＩＣＴを活用した街づくり」に期待する成果 （ n＝895） （％）「ＩＣＴを活用した街づくり」に期待する成果  （n=895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 ＩＣＴを活用した街づくりを進める際の課題・障害 

 自治体がＩＣＴを活用した街づくりを進める際に、どのような点を課題・障害として考えているのかについてみると、「財政的に厳し
い」（68.9％）が最も多く、「効果・メリットの具体化」「具体的な利用イメージやニーズの明確化」といった、活用イメージや効果が不
明確なこともこれに次ぐ。また「人材的に厳しい」「共通利用できるシステムの整備が進んでいない」も40％超の自治体が課題・障
害としてあげている。 
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1.1 

8.2 

8.9 

13.5 

35.2 

38.1 

44.8 

45.9 

55.4 

57.1 

68.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

民間主導であり、行政の関与が難しい

制度・法令の制約が大きい

技術開発が不十分である（サービス完成度、使いやすさなど）

職員・市民等利用者の理解・能力が追いついていない

進め方（体制など）がよくわからない

部門・地域等で共通利用できるシステムの整備が進んでいない

人材的に厳しい

効果・メリットが明確でない

具体的な利用イメージ・用途が明確でない

財政的に厳しい

Ｑ１１３ 「ＩＣＴを活用した街づくり」の課題・障害 （ n＝895）
（％）

「ＩＣＴを活用した街づくり」の課題・障害 （n=895） 



1.5 

0.4 

0.9 

1.9 

2.1 

5.9 

11.3 

25.4 

43.5 

0 10 20 30 40 50

その他

ＩＣＴベンダー

ＣＩＯ・ＣＴＯ

財務系部門

外部の人材（有識者、地元の企業・住民など）

情報システム部門

総合政策・企画系部門

ＩＣＴ活用の個別事業の内容ごとに、各担当部門

首長・副首長

Ｑ１０６ ＩＣＴ街づくりで意見が反映される人・部門等

（ n＝895）

（％）

5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 ＩＣＴを活用した街づくりの推進体制・意思決定 

 どのような体制でＩＣＴを活用した街づくりを推進しているかについてみると、「庁内での横断的な組織」が最も多いが、ついで「個別
事業の内容ごとに各担当部門が専ら検討」という自治体も多く、概ね二分されている。 

 「民間企業・市民など外部の関係者や有識者を含む横断的な検討組織」との回答は1割前後にとどまり、庁内での検討が主流であ
ることが伺える。 

 意思決定に際して、誰の意見が強く反映されるかについてみると、「首長・副首長」（43.5%）と最も高く、次いで「個別事業の内容ご
とに、各担当部門」（25.4%）である。 
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2.3 

6.3 

9.7 

8.0 

25.6 

37.0 

1.2 

8.3 

14.3 

17.9 

23.8 

31.0 

その他

企画系部門が専ら検討

民間企業・市民など外部の関係者や有識者を

含む横断的な検討組織

情報システム系部門が専ら検討

ＩＣＴ活用の個別事業の内容ごとに、各担当

部門が専ら検討

庁内での横断的な組織（委員会、検討会など）

Ｑ105A B 「ＩＣＴを活用した街づくり」の体制
Ａ 取り組み中、または具体的に検討中の団体（n=84)

Ｂ 情報収集中～関心なしの団体（ｎ＝772）

（％）

「ＩＣＴを活用した街づくり」の推進体制 
（「ＩＣＴを活用した街づくり」取組状況別） 「ＩＣＴを活用した街づくり」で意見が反映される人・部門等 

注）Ａは「ＩＣＴを活用した街づくり」への設問で1 取組中 2具体的に検討、を回答した自治

体へ、民間事業者の参加した段階を、 Ｂはそれ以外の自治体に、民間事業者の参加の
望ましい段階を尋ねた設問の回答 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 民間事業者の街づくりへの参画 

 民間事業者（ＩＣＴベンダー、デベロッパー等）の街づくりへの参画について、どの段階から参画かについて自治体に尋ねたところ、 
ＩＣＴによる街づくりに「取組中または具体的に検討中」の自治体では60.7％が「構想・計画づくりの段階」から民間事業者が参加し
ており、また「情報収集中～関心なし」の自治体もこの段階からが望ましいという自治体が65.5％を占める。 
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注）Ａは「ＩＣＴを活用した街づくり」への設問で1 取組中 2具体的に検討、を回答した自治体へ、民間事業者の参加した
段階を、 Ｂはそれ以外の自治体に、民間事業者の参加の望ましい段階を尋ねた設問の回答 
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16.1 
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1.2 

16.7 

60.7 

ない

その他

運営段階（完成後のサービス運営、管理・保全、評価）

システム開発・建設等の段階（システム開発、施設建

設、機器設置等）

構想・計画づくり段階（アイデア、モノ・カネ等の方式検

討、計画作成・起案など）

Ｑ107 AB 民間事業者の参画段階

Ａ 取り組み中、または具体的に検討中の団体（n=84) Ｂ 情報収集中～関心なしの団体（ｎ＝772）
（％）

民間事業者の街づくりへの参画段階 （「ＩＣＴを活用した街づくり」取組状況別） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 民間事業者と協力して進める場合の問題 

 民間事業者と協力して進める場合の問題をみると、「継続性に不安」が半数を超え最も多い。 

 「何から進めていいかわからない」「魅力的な案件がない。進め方が分からない」といった協力以前の問題もそれに並ぶ。 
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民間事業者との接点が少ない

官民分担や各種条件が折り合えない可能性がある

民間事業者からみた魅力的な案件がない、進め方が分からない（相

手選び、どの段階で参加がよいか等全般）

何から進めていいかわからない

事業採算の悪化、経営悪化等での将来にわたる継続性に不安

Ｑ１０８ 民間企業と協力して進める場合の問題 （ n＝895）
（％）

民間事業者と協力して進める場合の問題 （n＝895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決  
「共通ＩＣＴ基盤」の整備への関心・共同運用への取組 

  「共通ＩＣＴ基盤」の整備への関心」をみると、「既に取組」「検討している」 「情報収集の段階である」を あわせて２割弱であり、 「関
心はあるが、情報収集はしていない」が、半数を超える（各60.1％、55.9％）。約8割の自治体は関心を有しているものの、既に取組
を始めたり、情報収集に動いたりしている自治体は合計で2割弱にとどまり、関心はあっても動いていない自治体が6割を占める状
況にある。 

 この「共通ＩＣＴ基盤」の「複数の団体との共同運用」への取組についても、ほぼ同様の傾向である。 
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るいは他団体等の事業参加等）

Ｑ１０９ 「共通ＩＣＴ基盤」の整備への

関心 （ n＝895） （％）
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55.9 
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関心はない

関心はあるが、情報収集はし

ていない

関心があり、情報収集段階の

段階である

検討している

既に取り組んでいる

Ｑ１１０ 複数の団体と「共通ＩＣＴ基

盤」に関するＩＣＴシステム

の共同運用を検討 （ n＝895） （％）

 「共通ＩＣＴ基盤」の整備への関心 （n＝895）  複数の団体と「共通ＩＣＴ基盤」に関する 
ＩＣＴシステムの共同運用の取組    

（n＝895） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 
 「共通ＩＣＴ基盤」の整備への関心（“「ＩＣＴを活用した街づくり」取組”別） 

 なお、「「ＩＣＴを活用した街づくり」の取組に積極的な自治体に限ってみれば、「共通ＩＣＴ基盤」に対しても積極的であり、「情報収集の段
階である」迄含めると半数を超える。 
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既に取組を推進＋具体的に検討＋情報収集 (n=228)

｛ＩＣＴQ109   「ＩＣＴを活用した街づくり」への取り組み

（ Ｑ101「ICTを活用した街づくり」取り組み状況別）

既に取り組んでいる（自団体で実施あるいは他団体等の事業参加等）

検討している

関心があり、情報収集段階の段階である

 「共通ＩＣＴ基盤」の整備への関心 
（「ＩＣＴを活用した街づくり」取組状況別） 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 
 「共通ＩＣＴ基盤」の整備への関心・共同運用への取組 

 「共通ＩＣＴ基盤」による共同運用分野をみると、実施または検討中のものでは10％を超える分野はない。 

 今後共同運用したい分野についてみると、「防災・防犯」（36.2％）が最も多く、次いで「医療福祉介護」（23.5％）「行政サービス・市民サー
ビス」（20.0％）である。また「個別分野を問わず」という回答も多く、「地理空間情報一般」が22.1％の自治体で希望されている。 
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個別分野に捉われず、個人・法人・建物・自動車・公共施設・センサ等の共通番号

個別分野に捉われず、公共データ一般（住民基本台帳の各分野への活用など）

個別分野に捉われず、地理空間情報一般

<個別分野に捉われず>

雇用分野

環境・エネルギー分野

地域コミュニティ分野

産業分野

交通分野

都市インフラ・都市計画分野（道路・橋梁・トンネルの位置、交通量計測、設備の監視センサ、都 …

教育分野

各種土地利用

観光分野

行政サービス・市民サービス分野

医療・介護・福祉分野

防災・防犯分野

<分野別＞

Ｑ１１１ ，Ｑ１１１ＳＱ 「共通ＩＣＴ基盤」に関する共同運用の分野（％）

Ｑ１１１ 共同運用の取組を実施または検討されている分野 （ n＝895） Ｑ１１１ＳＱ 共同運用されたい分野 （ n＝895）

（％）「共通ＩＣＴ基盤」における共同運用分野  「共通ＩＣＴ基盤」における共同運用分野  「共通ＩＣＴ基盤」における共同運用分野 （n=895) 



5. ＩＣＴ利活用による街づくりに係る動向 
（3）ＩＣＴの活用による社会的課題の解決 
 「共通ＩＣＴ基盤」の整備を進める上で、優先順位の高い課題 

 共通ＩＣＴ基盤の共同運用における課題は、「財政が厳しい」が62.0%と最も高いが、次いで「具体的な利用イメージやニーズが明確
でない」 「効果・メリットが明確でない」といった活用・効果のイメージが明らかにイメージされていないことがこれに次ぐ。 

 「各団体のニーズや各種の分担・条件等がまとまりにくい」「国全体の標準化等が進んでいない・統一されていない」 「主導する団
体等が不在」といった実際に構築する際の課題が、これらに次ぐ課題となっている。 
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具体的な利用イメージ・用途が明確でない

財政が厳しい

Ｑ１１２ 「共通ＩＣＴ基盤」の共同運用における課題 （ n＝895） （％） 「共通ＩＣＴ基盤」の整備を進める上で優先順位の高い課題 （n=895) 
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